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（総    則）

第１条　平成２８年度宇陀市水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) ５，７６０ 戸

(2) １，７９０，０００ ｍ３

(3) ４，９０４ ｍ３

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

第１款 ６２１，０００ 千円

第１項 ３７８，８１６ 千円

第２項 ２４２，１７４ 千円

第３項 １０ 千円

支　　　　　　出

第１款 ６２１，０００ 千円

第１項 ５６５，０６８ 千円

第２項 ５３，１３２ 千円

第３項 ８００ 千円

第４項 ２，０００ 千円

平成２８年度　宇陀市水道事業特別会計予算

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

営 業 外 収 益

特 別 利 益

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１３８，８

７６千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１５，７８４千円及び過年度分損益勘定留保資金１２３，０

９２千円で補てんするものとする。）。

収　　　　　　入

第１款 １５８，５６２ 千円

第１項 ４１，７００ 千円

第２項 ５，５６２ 千円

第３項 １４，０００ 千円

第４項 ４１，７００ 千円

第５項 ５５，６００ 千円

支　　　　　　出

第１款 ２９７，４３８ 千円

第１項 ２３９，９２５ 千円

第２項 ５７，５１３ 千円

（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

利    率

千円

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

起債の目的 起債の方法 償　　還　　の　　方　　法

政府資金又は地方公共団体金融機構資金に
ついては、その融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者と協定するもの
とする。ただし、企業財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借換えすることができ
る。

第３次拡張事業
普通貸借
又は

証券発行

４．０％以内（ただし、利
率見直し方式で借り入れる
政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利
率の見直しを行った後にお
いては当該見直し後の利
率）

４１，７００

分 担 金

資 本 的 収 入

企 業 債

限度額

工 事 負 担 金

出 資 金

資 本 的 支 出

国 庫 補 助 金
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

(2)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) １７７，５０２ 千円

(2) １０ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　他会計から補助金を受ける金額は、次のとおりと定める。　

(1) １０４，５００ 千円

（たな卸資産購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は、８，０００千円と定める。　

平成２８年３月３日提出

奈良県宇陀市長　竹内　幹郎

交 際 費

職 員 給 与 費

簡易水道施設管理に係る簡易水道事業特別会計からの補助金

収益的支出における各項間の流用

資本的支出における各項間の流用
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収　　　　　入

款 項 目 予　　定　　額（千円） 備　　　　考

1. 水 道 事 業 収 益 621,000

1. 営 業 収 益 378,816

1. 給 水 収 益 377,000

2. 受 託 工 事 収 益 10

3. そ の 他 営 業 収 益 1,806

2. 営 業 外 収 益 242,174

1. 受 取 利 息 2,410

2. 他 会 計 補 助 金 106,060

3. 雑 収 益 18,517

4. 長期前受金戻入益 115,187

3. 特 別 利 益 10

1. 固 定 資 産 売 却 益 10

平成２８年度　宇陀市水道事業特別会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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支　　　　　出

款 項 目 予　　定　　額（千円） 備　　　　考

1. 水 道 事 業 費 用 621,000

1. 営 業 費 用 565,068

1. 原 水 及 び 浄 水 費 209,852

2. 配 水 及 び 給 水 費 31,387

3. 受 託 工 事 費 10

4. 総 係 費 92,182

5. 減 価 償 却 費 211,537

6. 資 産 減 耗 費 18,100

7. そ の 他 営 業 費 用 2,000

2. 営 業 外 費 用 53,132

1. 支 払 利 息 21,544

2. 消 費 税 17,000

3. 雑 支 出 14,588

3. 特 別 損 失 800

1. 固 定 資 産 売 却 損 300

2. 過年度損益修正損 500

4. 予 備 費 2,000

1. 予 備 費 2,000
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資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目 予　　定　　額（千円） 備　　　　考

1. 資 本 的 収 入 158,562

1. 企 業 債 41,700

1. 企 業 債 41,700

2. 分 担 金 5,562

1. 分 担 金 5,562

3. 工 事 負 担 金 14,000

1. 工 事 負 担 金 14,000

4. 出 資 金 41,700

1. 出 資 金 41,700

5. 国 庫 補 助 金 55,600

1. 国 庫 補 助 金 55,600

支　　　　　出

款 項 目 予　　定　　額（千円） 備　　　　考

1. 資 本 的 支 出 297,438

1. 建 設 改 良 費 239,925

1. 営 業 設 備 費 1,217

2. 水 道 建 設 事 業 費 237,131

3. リ ー ス 資 産購 入費 1,577

2. 企 業 債 償 還 金 57,513

1. 企 業 債 償 還 金 57,513
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（単位　千円）
Ⅰ業務活動によるキャッシュフロー
　当年度純損失 △ 4,670
　減価償却費 211,537
　固定資産除却費 18,000
　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 409
　長期前受金戻入額 △ 115,187
　受取利息及び配当金 △ 2,410
　支払利息及び企業債取扱諸費 21,544
　固定資産売却損 300
　営業及び営業外未収金の増減額（△は減少） 996
　たな卸資産の増減額（△は減少） 1,493
　営業及び営業外未払金・未払費用の増減額（△は減少） 45,587
　前受金・仮受金の増減額（△は減少） △ 4,060
　小計 172,721
　受取利息及び配当金 2,410
　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 21,544
　業務活動によるキャッシュフロー① 153,587
Ⅱ投資活動によるキャッシュフロー
　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 222,163
　国庫補助金による収入 55,600
　工事負担金による収入 14,000
　分担金による収入 5,150
　投資活動によるキャッシュフロー② △ 147,413
Ⅲ財務活動によるキャッシュフロー
　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 41,700
　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 57,513
　リース債務の支払 △ 1,575
　他会計からの出資による収入 41,700
　財務活動によるキャッシュフロー③ 24,312
Ⅳ現金預金の増減額（△は減少）　④=①+②+③ 30,486
Ⅴ現金預金の期首残高 1,102,035
Ⅵ現金預金の期末残高 1,132,521

平成２８年度  宇陀市水道事業予定キャッシュフロー計算書
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（単位　千円）

1 .

(1)

イ . ２１１，４８４

ロ . ２８８，２０８

△ １３５，４６６ １５２，７４２

ハ . ７，６１８，１１３

△ ３，５７４，５５７ ４，０４３，５５６

ニ . ５７２，４６４

△ ４４７，１３８ １２５，３２６

ホ . ２８，３４６

△ １３，０５１ １５，２９５

ヘ . ２８，１７８

△ ２６，３８２ １，７９６

ト . ７，０８３

△ ６，３０５ ７７８

チ . ５，３７５

△ ２，９０３ ２，４７２

リ . １，４３９

４，５５４，８８８

(2)

イ . ５９１

５９１

４，５５５，４７９

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

量 水 器

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

平成28年度　宇陀市水道事業予定貸借対照表

固 定 資 産 合 計

（平成29年3月31日）

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物
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2 .

(1) １，１３２，５２１

(2) ２３，１３２

△ ５００ ２２，６３２

(3) ８，１０１

１，１６３，２５４

５，７１８，７３３

3 .

(1) ９１１，６９３

(2)

イ . ６３，３１１ ６３，３１１

９７５，００４

4 .

(1) １７５，３１９

(2) ４２６

(3) ２３，３８７

(4) ４３，１９９

(5) ５９，６３５

(6) ９１９

(7)

イ . １２，９２３ １２，９２３

３１５，８０８

流 動 資 産

前 受 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

賞 与 等 引 当 金

未 払 金

未 払 費 用

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

引 当 金

修 繕 引 当 金

リ ー ス 債 務

預 り 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金
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5 .

４，８００，０９５

△ ２，６３１，１７８

２，１６８，９１７

３，４５９，７２９

6 . １，８０５，１４１

7 .

(1) ３２，５８６

(2)

イ . １５１，０００

ロ . ９０，０００

ハ . １２６，０００

ニ . ５４，２７７

４２１，２７７

４５３，８６３

２，２５９，００４

５，７１８，７３３

長 期 前 受 金

資　　　本　　　の　　　部

負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

繰 延 収 益

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 金
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（単位　千円）

1 .

(1) ３４９，２９４

(2) ０ 　

(3) １，３８７ ３５０，６８１

2 .

(1) １８８，７３９

(2) ２０，２８６

(3) ０

(4) ９１，７６２

(5) ２０８，０２９

(6) ８５

(7) １，２４３ ５１０，１４４

１５９，４６３

3 .

(1) １，９３５

(2) １１１，６６０ 　

(3) １１４，２１１

(4) １５，６２２ ２４３，４２８

4 .

(1) ２２，５１３

(2) ９，０３５ ３１，５４８ ２１１，８８０

５２，４１７

5 .

(1) １１２ １１２ １１２

５２，３０５

６，６４１

５８，９４６

平成27年度　宇陀市水道事業予定損益計算書（前年度分）

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

原 水 及 び 浄 水 費

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

配 水 及 び 給 水 費

給 水 収 益

受 託 工 事 費

減 価 償 却 費

補 助 金

雑 収 益

総 係 費

受 取 利 息

雑 支 出

営 業 外 収 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

長 期 前 受 金 戻 入

支 払 利 息

当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

経 常 利 益
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（単位　千円）

1 .

(1)

イ . ２１１，４８４

ロ . ２８８，２０８

△ １２９，４６７ １５８，７４１

ハ . ７，４１５，３２８

△ ３，３９１，４４６ ４，０２３，８８２

ニ . ５７２，５２４

△ ４２６，４４２ １４６，０８２

ホ . ２７，２１９

△ １２，６１５ １４，６０４

ヘ . ２８，１７８

△ ２６，２９９ １，８７９

ト . ７，０８３

△ ６，０６１ １，０２２

チ . ５，３７５

△ １，９３５ ３，４４０

リ . １，４３９

４，５６２，５７３

(2)

イ . ５９１

５９１

４，５６３，１６４

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

量 水 器

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

土 地

平成27年度　宇陀市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成28年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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2 .

(1) １，１０２，０３５

(2) ２４，１１７

△ ５００ ２３，６１７

(3) ９，５９３

１，１３５，２４５

５，６９８，４０９

3 .

(1) ９２９，６３０

(2)

イ . ６３，３１１ ６３，３１１

(3) ９１９

９９３，８６０

4 .

(1) １２９，３８４

(2) ７７４

(3) ２７，４４６

(4) ４３，１９９

(5) ５７，５１２

(6) １，５７５

(7)

イ . １３，３３２ １３，３３２

２７３，２２２

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

流 動 負 債 合 計

リ ー ス 債 務

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

未 収 金

流 動 資 産

現 金 預 金
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5 .

４，７２５，３４５

△ ２，５１５，９９１

２，２０９，３５４

３，４７６，４３６

6 . １，７６３，４４１

7 .

(1) ３２，５８６

(2)

イ . １５１，０００

ロ . ９０，０００

ハ . １２６，０００

ニ . ５８，９４６

４２５，９４６

４５８，５３２

２，２２１，９７３

５，６９８，４０９

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

繰 延 収 益
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注  記

Ⅰ 重要な会計方針

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

   先入先出法による原価法とする。

２ 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く。）

  ・減価償却の方法 定額法

  ・主な耐用年数

    建物 7～50 年 構築物 10～60 年 機械及び装置 8～15 年 車両運搬具 4～5 年 工具、器具及び備品 2～15 年

（2）リース資産

  ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一方法による。

３ 引当金の計上方法

（1）賞与等引当金

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。

（2）貸倒引当金

債権不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ リース契約により使用する固定資産

  リース資産の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行ってい

る。なお、総額が３００万円未満の取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅲ その他の注記

新会計基準移行に係る経過措置

修繕引当金に関する経過措置

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。
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給   与   費   明   細   書

1.総　　括 （単位　千円）

職　員　数（人） 給　　　　　与　　　　　費

特別職 一般職 報  酬 給  料 賃  金 手  当  計

( ― )
１６

( ― )
　２

( ― )
１８

( ― )
１７

( ― )
　２

( ― )
１９

( ― )
△１

( ― )
　０

( ― )
△１

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

区　　　分

前

年

度

比

較

資本勘定支弁職員

合　　　　計

―

―

―

―

―

合　　　　計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

―

―

損益勘定支弁職員

６，０６１ ２２，１３０

損益勘定支弁職員

―

―

８４ ７３，０８１ ― ４７，４６４ １２０，６２９

本

年

度 合　　　　計

資本勘定支弁職員

― ８４ ６９，５２２

４６，９０７ １７７，５０２

― ４６，２６２ １１５，８６８

１４，７２７８，７３３ ― ５，９９４

８４ ７８，２５５ ― ５２，２５６ １３０，５９５

合　　計

１９，９３６

４１，６９８ １５７，５６６

法定福利費

５，２０９

△８５２ △２，１９４

４６，９２９ １６７，５５８

― ９，５３４ ― ６，５３５ １６，０６９

１８９，６８８

０ △３，５５９ ― △１，２０２ △４，７６１ △５，２３１ △９，９９２

８４ ８２，６１５

０ △４，３６０ ― △１，７４３ △６，１０３ △６，０８３ △１２，１８６

― △８０１ ― △５４１

１３６，６９８ ５２，９９０― ５３，９９９

△１，３４２

区  分 扶養手当 管理職手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 地域手当 宿日直手当 合　　計

本年度 ３，６７８ ２，９４０ ６，３００ １，０１８ １４，６９８ ８，５６４ １９２ ２，５８６ ４４０ １，５６０ ２６０ ３９６ ９，６２４ ５２，２５６

前年度 ４，２９６ ２，９４０ ６，５００ １，１３９ １５，５６１ ８，４０３ １６２ ２，７１２ ４０５ １，２６０ ３００ ３９６ ９，９２５ ５３，９９９

比　較 △６１８ ０ △２００ △１２１ △８６３ １６１ ３０ △１２６ ３５ ３００ △４０ ０ △３０１ △１，７４３

（単位　千円）

手

当

の

内

訳

管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

時間外
勤務手当

児童手当
賞与引当金
繰入額
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2.給料及び手当の増減額の明細

区　　分

3.給料及び手当の状況

（1）職員一人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（2）初　　任　　給

技　能　労　務　員
企　業　職　（二）

職　　　　　　　員
企　業　職　（一）

４３２，４５４

　４９

２７８，６５５

３６４，３０３ ２７６，９９８

１７８，７１８

　４３

４２５，３５７

１４５，２７５

１５６，１９５

１７２，２８３

１４５，２７５

３５３，４７１

　４４

１５６，１９５

一般会計の制度

一般行政職（円） 技能労務職（円）

３７４，０２３

１７８，７１８

１４５，２７５

１５６，１９５

１７２，２８３

１４５，２７５

定 期 昇 給 等

定期昇給等にともなう増加

定期昇給等にともなう増加

人事異動による職員の減少等

６８２

△２，４２５人 事 異 動

定 期 昇 給 等

短　　大　　卒

区　　　分

平 均 年 齢

企 業 職 （一）（円） 企 業 職 （二）（円）

１５６，１９５

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

　４９

平成２８年１月１日現在

平成２７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

大　　学　　卒

増減額（千円） 増　減　事　由　別　内　訳（千円）

３６３，４０４

高　　校　　卒

手　　当

給　　料

区　　　　　　　　　　　分

△４，３６０

△１，７４３

説　　　　　　明

人 事 異 動 △４，５６３

２０３

人事異動による職員の減少等
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（3）級　別　職　員　数

級 職員数（人） 構成比（％） 号 職員数（人） 構成比（％）

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１ 　５．８８２ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

４ ２３．５２９ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

５ ２９．４１２ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

６ ３５．２９５ １ １００．００

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１ 　５．８８２ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

― ― ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

― ― ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１７　 １００．００　 １ １００．００

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１ 　５．５５６ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

３ 　１６．６６７ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

５ ２７．７７８ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

８ 　４４．４４３ １ １００．００

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１ 　５．５５６ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

― ― ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

― ― ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１８　 １００．００　 １ １００．００
備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

５１～７５号３　　級

　１～　２５号

区　　　　　分 企　　　業　　　職（一） 企　　　業　　　職（二）

平成２８年１月１日現在

７　　級

計

１５１号以上

６　　級 １２６～１５０号

５　　級 １０１～１２５号

７６～１００号４　　級

　１～　２５号

　２６～５０号

５１～７５号３　　級

２　　級 　２６～５０号

１　　級

計

平成２７年１月１日現在

１２６～１５０号

１０１～１２５号

７　　級 １５１号以上

７６～１００号

計

４　　級

１　　級

５　　級

６　　級

計

２　　級

（級別の標準的な職務内容）

区　　　　　　分 ７　　級 ６　　級 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

企　業　職（一） 局　　長
次　　長
課　　長

課　　長
課長補佐
主　　任

課長補佐
主　　任

主　査
主　事
技　師

主　事
技　師
主事補
技師補
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(4)　昇　　　　給

1

昇給に係る職員数（Ｂ）　　（人） 14 13 1

100.0

1

0 0

３号給　(人) 1

0

４号給　(人) 13 12 1

２号給　(人) 0

0

前

年

度

職　員　数(Ａ) 　　　　   (人) 18 17

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

76.5

1

昇給に係る職員数（Ｂ）　　（人） 11 10 1

0 0

0 0

比率　(B)／(A)　　　　　 (％) 77.8

比率　(B)／(A)　　　　　 (％)

４号給　(人) 10 9

0

0

61.1 58.8 100.0

1

1

区 分 合 計 企業職（一） 企 業 職 （ 二 ）

本

年

度

職　員　数（Ａ）　　　　   (人) 18 17

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

３号給　(人) 1

0

２号給　(人) 0 0

（5）特　殊　勤　務　手　当

区　　　　　　分

　給料総額に対する比率（％）

　支給対象職員の比率（％）
　（平成２８年１月１日現在）

　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円）

　代表的な特殊勤務手当の名称

　０．５１

全　　職　　種 事　務　・　技　術　職 技　能　労　務　職

１．０７　０．４８

３，０００

５８．８２

３，０００

　浄水場勤務手当

１００．００

３，０００

６１．１１
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（6）期　末　・　勤　勉　手　当

6　月　（月分） 12月　（月分）

本　　年　　度 2.025 2.175 4.20 有

前　　年　　度 1.975 2.125 4.10 有

一般会計の制度 2.025 2.175 4.20 有

備　考区　　　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

（7）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）
区　　　　分

一般会計の制度
（支給率等）

支　給　率　等

25.5563
４５歳以上定年前早期退職

特例措置
（定年前１年につき３％）

34.5825 49.5900 49.5900

備　考

25.5563 34.5825 49.5900 49.5900

その他の加算措置等

４５歳以上定年前早期退職
特例措置

（定年前１年につき３％）

（8）そ　の　他　の　手　当

区　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶　　　養　　　手　　　当 同　　　　　　　　じ ―

地　　　域　　　手　　　当 同　　　　　　　　じ ―

住　　　居　　　手　　　当 同　　　　　　　　じ ―

通　　　勤　　　手　　　当 同　　　　　　　　じ ―
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収　入　の　部 （単位　千円）

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1.水道事業収益 621,000 627,000 6,000

1. 営業収益 378,816 382,765 3,949

1. 給 水 収 益 377,000 381,000 4,000

1. 水 道 料 金 377,000 水道料金

2. 受 託 工 事 10 10

収 益 1. 受 託 工 事 10

収 益

3. そ の 他 1,806 1,755 51

営 業 収 益 1. 材 料 売 却 1,555 ﾚﾐﾌｧﾙﾄ

収 益 その他の材料

2. 手 数 料 151 設計及び竣工検査手数料

指定工事店申請手数料

3. 雑 収 益 100 漏水修理等

2. 営業外収益 242,174 244,225 2,051

1. 受 取 利 息 2,410 2,500 90

1. 預 金 利 息 2,410 定期預金利子

2. 他 会 計 106,060 111,660 5,600

補 助 金 1. 他 会 計 106,060 簡易水道施設管理受託に係る補助金 104,500

補 助 金 児童手当支給に係る一般会計補助金 1,560

平成28年度 宇陀市水道事業特別会計予算説明書

款 目 説　　　　　　明項
区　　分

収　益　的　収　入　及　び　支　出

節
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 目 説　　　　　　明項

区　　分

節

3. 雑 収 益 18,517 17,842 675

1. 雑 収 益 18,517 下水道料金事務受託料 11,147

簡易水道料金事務受託料等 6,336

その他雑収益 1,034

4. 長期前受金 115,187 112,223 2,964

戻 入 益 1. 国 庫 補 助 金 24,834

長期前受金戻入益

2. 他会計補助金 528

長期前受金戻入益

3. 工 事 負 担 金 69,730

長期前受金戻入益

4. 他会計負担金 1,735

長期前受金戻入益

5. 分 担 金 18,360

長期前受金戻入益

3. 特別利益 10 10

1. 固 定 資 産 10 10

売 却 益 1. 固 定 資 産 10

売 却 益
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支　出　の　部 （単位　千円）

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1.水道事業費用 621,000 627,000 6,000

1. 営 業 費 用 565,068 576,065 10,997

1. 原 水 及 び 209,852 214,986 5,134

浄 水 費 1. 給 料 37,006 工務課・浄水課職員給料

2. 手 当 19,445 扶養手当 2,424

管理職手当 540

時間外勤務手当 3,000

通勤手当 400

期末手当 6,351

勤勉手当 3,685

住居手当 132

地域手当 1,219

宿日直手当 120

児童手当 1,200

管理職員特別勤務手当 50

特殊勤務手当 324

3. 法定福利費 21,046 職員共済組合負担金 12,701

公務災害補償基金負担金 110

退職手当負担金 8,235

4. 旅 費 120 出張旅費

5. 被 服 費 70 作業服等

6. 備消耗品費 605 原水浄水施設管理用消耗品代

7. 燃 料 費 154 Ａ重油代

8. 通信運搬費 1,100 専用電話回線使用料

9. 委 託 料 7,515 水質自動測定機器等整備点検委託料

電気保安管理業務委託料

自家用発電機整備委託料

桧牧浄水場夜間保安業務委託料等

款 目 説　　　　　　明項
区　　分

節

- 235 -



本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 目 説　　　　　　明項

区　　分

節

10. 手 数 料 618 水質検査手数料

11. 修 繕 費 4,268 浄水施設修繕費

12. 動 力 費 15,559 浄水場電力料　

13. 薬 品 費 2,920 ﾎﾟﾘ塩化ｱﾙﾐﾆｳﾑ

次亜塩素

苛性ｿｰﾀﾞ

試薬等

14. 負 担 金 692

15. 受 水 費 92,664 県水受水費　　660,000 ×130円×1.08

16. 賞与引当金 6,070 期末手当 3,218

金 繰 入 額 勤勉手当 1,869

職員共済組合負担金 983

2. 配 水 及 び 31,387 27,415 3,972

給 水 費 1. 備消耗品費 400 配水施設管理用消耗品代

2. 燃 料 費 248 公用車ｶﾞｿﾘﾝ代

軽油・混合油代等

3. 委 託 料 5,493 管末水質検査委託料

量水器取替委託料

空調システム保守点検委託料他

4. 賃 借 料 391 水道施設用地借地代

公用車ﾘｰｽ料

5. 修 繕 費 10,855 給配水管施設等修繕費

漏水修理

公用車車検修理代等

6. 路面復旧費 200 本復旧費

仮復旧費

7. 動 力 費 12,000 各配水施設電力料

8. 材 料 費 1,800 漏水修理材料代

奈良広域水質検査ｾﾝﾀｰ組合負担金
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 目 説　　　　　　明項

区　　分

節

3. 受託工事費 10 10

1. 委 託 料 10 給水装置工事等

4. 総 係 費 92,182 100,481 8,299

1. 給 料 32,516 局長・総務課職員給料

2. 手 当 17,193 扶養手当 960

管理職手当 1,860

時間外勤務手当 2,600

通勤手当 378

期末手当 5,984

勤勉手当 3,527

住居手当 48

地域手当 1,076

宿日直手当 240

児童手当 360

管理職員特別勤務手当 160

3. 報 酬 84 運営協議会委員報酬　

4. 法定福利費 18,792 職員共済組合負担金 11,475

公務災害補償基金負担金 113

退職手当負担金 7,204

5. 旅 費 30 出張旅費

6. 被 服 費 78 作業服等

7. 備消耗品費 688 事務及び管理用消耗品代

8. 燃 料 費 773 冷暖房用灯油代

公用車ｶﾞｿﾘﾝ代

9. 光 熱 水 費 36 ｶﾞｽ使用料等

10. 印刷製本費 640 水道料金関係印刷代等

11. 通信運搬費 940 電話料金

郵送料及び放送視聴料等
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 目 説　　　　　　明項

区　　分

節

12. 委 託 料 11,094 検針業務委託料

料金・会計ｼｽﾃﾑ保守委託料

上下水道料金滞納整理等業務委託料

ｶﾗｰﾌﾟﾘﾝﾀｰ保守料等

13. 賃 借 料 846 公用車ﾘｰｽ料

ﾛｰﾙﾀｵﾙﾘｰｽ料

14. 修 繕 費 917 公用車車検修理代

事務機器修理代等

15. 研 修 費 350 職員研修会参加費

各種技能資格取得費

16. 食 糧 費 13 会議等賄費

17. 厚 生 費 13 衛生検査料等

18. 会費負担金 380 日本水道協会

本部・関西地方支部・奈良県支部 64

県水受水協議会費 5

簡易水道協会事業費負担分会費 300

県公共料金等暴力対策協議会負担金 8

奈良県都市水道事業協議会負担金 3

19. 保 険 料 356 水道賠償責任保険料 127

公用車損害共済保険料 149

建物損害共済保険料 60

公用車自賠責保険料 20

20. 交 際 費 10

21. 広 告 料 10 水道週間新聞広告料

22. 手 数 料 846 口座振替、ｺﾝﾋﾞﾆ収納等手数料

23. 補 償 金 33 訴訟事件裁判費用

24. 雑 支 出 30
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 目 説　　　　　　明項

区　　分

節

25. 賞与等引当 5,414 期末手当 2,836

金 繰 入 額 勤勉手当 1,701

職員共済組合負担金 877

26. 貸倒引当金 100

繰 入 額

5. 減価償却費 211,537 213,073 1,536

1. 有 形 固 定 211,537 建物 5,999

資 産 減 価 構築物 183,111

償 却 費 機械及び装置 20,696

量水器 436

工具器具及び備品 83

車両及び備品 244

ﾘｰｽ資産減価償却費 968

6. 資産減耗費 18,100 18,100

1. 棚 卸 資 産 100

減 耗 費

2. 固 定 資 産 18,000

除 却 費

7. そ の 他 2,000 2,000

営 業 費 用 1. 材 料 費 2,000 漏水修理用材料代等

2. 営業外費用 53,132 48,135 4,997

1. 支 払 利 息 21,544 23,050 1,506

1. 企業債利息 21,515

2. リ ー ス利息 29

2. 消 費 税 17,000 20,000 3,000

1. 消 費 税 17,000

3. 雑 支 出 14,588 5,085 9,503

1. 下水道料金 8,252 下水道料金処理関連費

処 理 費

老朽管更新等による除却費
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 目 説　　　　　　明項

区　　分

節

2. 簡 易 水 道 6,336

料金処理費

3. 特 別 損 失 800 800

1. 固 定 資 産 300 300

売 却 損 1. 固 定 資 産 300

売 却 損

2. 過年度損益 500 500

修 正 損 1. 過年度損益 500

修 正 損

4. 予 備 費 2,000 2,000

1. 予 備 費 2,000 2,000

1. 予 備 費 2,000

簡易水道料金処理関連費
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収　入　の　部 （単位　千円）

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1.資本的収入 158,562 117,662 40,900

1. 企 業 債 41,700 30,000 11,700

1. 企 業 債 41,700 30,000 11,700

1. 企 業 債 41,700

2. 分 担 金 5,562 5,562

1. 分 担 金 5,562 5,562

1. 給水分担金 5,562 口径20mm　　248,400円×20件

口径13mm　　118,800円×5件

3. 工事負担金 14,000 12,100 1,900

1. 工事負担金 14,000 12,100 1,900

1. 工事負担金 14,000

4. 出 資 金 41,700 30,000 11,700

1. 出 資 金 41,700 30,000 11,700

1. 出 資 金 41,700

5. 国庫補助金 55,600 40,000 15,600

1. 国庫補助金 55,600 40,000 15,600

1. 国庫補助金 55,600

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 説　　　　　　明
節

区　　分
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支　出　の　部 （単位　千円）

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1.資本的支出 297,438 242,121 55,317

1. 建設改良費 239,925 178,856 61,069

1. 営業設備費 1,217 2,011 794

1. 量 水 器 1,217 口径13mm・20mm等量水器購入 

購 入 費

2. 水 道 建 設 237,131 175,268 61,863

事 業 費 1. 委 託 料 3,845

2. 工事請負費 210,400

街並川BP事業水道管移設工事

榛原桧牧上水道整備工事等

桧牧浄水場庁舎内管布設替工事

西峠県水受水池受水流量調整弁交換工事

3. 給 料 8,733 工務課職員

4. 手 当 5,994 扶養手当 294

管理職手当 540

時間外勤務手当 700

通勤手当 240

期末手当 2,363

勤勉手当 1,352

住居手当 12

地域手当 291

宿日直手当 80

管理職員特別勤務手当 50

特殊勤務手当 72

5. 法定福利費 5,209 職員共済組合負担金 3,139

公務災害補償基金負担金 31

退職手当負担金 2,039

6. 旅 費 10 出張旅費

未普及地域解消事業　玉立・赤瀬地区送配水管工事他

桧牧浄水場庁舎内管布設替実施設計委託業務

款 目 説　　　　　　明項
区　　分

節
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 目 説　　　　　　明項

区　　分

節

7. 備消耗品費 1,730 事務及び現場監理用消耗品

8. 燃 料 費 162 公用車ｶﾞｿﾘﾝ代

9. 通信運搬費 20 郵送料

10. 手 数 料 20

11. 賃 借 料 1,008 大判プリンターｼｽﾃﾑ賃借料

3. リ ー ス 資 1,577 1,577

産 購 入 費 1. リ ー ス資産 1,577 会計システム

購 入 費

2. 企 業 債 57,513 63,265 5,752

償 還 金 1. 企 業 債 57,513 63,265 5,752

償 還 金 1. 企 業 債 57,513 企業債償還金　元金

償 還 金
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